
有料老人ホームの届出に係る提出書類について

１ 設置届
有料老人ホームの設置予定者は、設置予定地を管轄する県民局健康福祉課との事前協議終

了後及び建築確認済証の交付を受けた後、速やかに「設置届」及び「添付書類」（①～⑳）
を同課に提出してください。（提出書類には目次及びインデックスを付け、A4ファイルに綴
じることが望ましい。）
なお、提出前に「岡山県有料老人ホーム設置運営指導指針」（以下「指針」という。）

の内容と相違がないか確認するとともに、下記の書類チェックリストにより提出書類の記載
に不備がないか、自主確認を行ってください。

添付書類一覧
①設置しようとする者の登記事項証明書（全部事項証明書）又は条例等
②建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の確認を受けたことを証する書類
③設置しようとする者の直近の事業年度の決算書
④一時金について、必要な保全措置を講じたことを証する書類
⑤事業開始に必要な資金の額及びその調達方法を記載した書類
⑥長期（30年以上）の収支計画書
⑦入居契約書
⑧重要事項説明書
⑨管理者への就任承諾書及び管理者就任予定者の履歴がわかる書類
⑩土地、建物の登記事項証明書
⑪借地、借家の場合は賃貸借契約書
⑫建物の位置図及び平面図
⑬入居契約に損害賠償額の予定（違約金を含む。）に関する定めがあるときは、その内
容がわかる書類

⑭医療施設との連携の内容がわかる書類
⑮役員名簿
⑯利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
⑰管理運営規程
⑱社会保険及び労働保険への加入状況に係る確認票及び加入状況を証する書類の写し

書類チェックリスト
(1) 設置届

提出書類 書類提出前の自主確認事項

□有料老人ホーム □法人の所在地、名称、代表者の職・氏名が記入されているか。
設置届（様式第 □フリガナ、電話番号、郵便番号等に記入漏れがないか。
25号） □「設置予定地」欄は、登記事項証明書等で確認できる住所を記入して

いるか。
□「管理者」欄は、履歴がわかる書類（経歴書）と同一の内容である
か。

□「規模」欄は、建物の階数及び延床面積を記入しているか。
□「構造」欄は、建築確認済証で証明されたものと同一の内容を記入し
ているか。（例：鉄筋コンクリート造）

□「設備の概要」欄は、指針６（６）～（８）に定める設備を記入して
いるか。（例：一般居室又は介護居室、一時介護室、食堂、浴室等）

□「職員の配置の計画」欄は、管理運営規程で定める人数と同一の人数
であるか。書類として「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」を
添付すること、「重要事項説明書記載のとおり（記載ページ）」という
記載でも可。

□「一時金」及び「利用料」欄は、料金形態が様々である場合、○○円
～○○円としているか。また、「その他」欄は、敷金等がある場合に
記入すること。



(2) 添付書類

提出書類 書類提出前の自主確認事項

□①登記事項証明 （法人の場合）
書（全部事項証 □直近のものであるか（原則として届出の３ヶ月以内のもの）。
明書）又は条例 □法人の目的に有料老人ホームの経営が掲げられているか。（社会福祉
等 法人の場合は、公益を目的とする事業に「有料人ホーム（「○○○

○」）の設置経営」と記載しているか。）

（市町村の場合）
□設置条例を添付しているか。

（指定管理者の場合）
□指定管理協定書（原本証明が必要）を添付しているか。
※事業実施者が指定管理者（利用料金制を採用）の場合は、当該指定
管理者が届出者となる。

□②建築基準法第 □建築確認済証の写しを添付しているか。

６条第１項の確

認を受けたこと

を証する書類

□③設置しようと □貸借対照表、損益計算書、内訳書等を添付しているか。

する者の直近の

事業年度の決算

書

□④一時金につい □一時金を徴収する施設においては、銀行等との保全契約書を添付して
て、必要な保全 いるか。※事業開始までに保全契約を締結することが困難な場合は、
措置を講じたこ 銀行等の承諾書を添付すること。
とを証する書類

□⑤事業開始に必 □「収入」と「支出」の項目を区別して記載しているか。
要な資金の額及 □「収入」の項目に、自己資金、銀行借入金等を記載しているか。
びその調達方法 □「支出」の項目に、土地関係費、建築関係費、開業準備関係費、公共
を記載した書類 負担金、租税公課、期中金利等を記載しているか。

□銀行借入金がある場合は、借入先、金額、使途、償還年数等を記載し
ているか。

□主たる取引金融機関を確保しているか。

□⑥長期（30年以 □入居者の平均年齢、男女比、入退去率等を勘案したものとなっている

上）の収支計画 か。

書 □各費目について、説明又は根拠を示しているか。特に、委託費につい

ては、適正な金額を記載しているか（例：食事費、清掃費等）。

□⑦入居契約書 次の項目について、記載しているか（最低限設定すべき事項）。

□⑰管理運営規程 □有料老人ホームの類型（ 条・表題部）

□入居開始日（ 条） ※契約日が入居開始日になる場合は記載がな

※右記記載につ くともよいが、入居者に対して十分に説明すること。

いて、⑦又は □３月以内の契約解除等の場合における前払金の返還（ 条）

⑰のどちらに □利用料等の費用負担の額（ 条） ※家賃、管理費、食費、介護サ

記載されてい ービス費、介護保険外で別途徴する費用等を別表で定めておくこと。

るかを明示す □食事（サービスに応じて）（ 条）

ること。 □健康管理（ 条）※年２回以上健康診断を受ける機会を設けるこ

と。

□機能訓練・レクリエーション（サービスに応じて）（ 条）



□身元引受人の権利・義務（ 条）

□契約当事者の追加（成年後見制度等）（ 条）

□入居者からの契約解除の要件（ 条）

□事業者からの契約解除の要件（ 条）

□介護サービスが行われる場合の提供場所、費用等（ 条）

□利用料等の改訂ルール（ 条）

□一般居室及び介護居室を設けている場合は、居室変更の手続（ 条）

□明け渡し・原状回復（ 条）

□禁止・制限される行為（ 条）

□返還金がある場合の算定方法・支払時期（ 条）

□運営懇談会の設置（ 条）

□身体拘束の廃止（ 条） ※身体拘束廃止委員会に係る規程その他

の関係規程があれば、添付すること。

□苦情処理（ 条） ※別に手続の定めがあれば、添付すること。

□金銭等管理（ 条） ※事業者が管理を行わない場合においても、

その旨を記載することが望ましい。

□極度額（ 条）

□⑧重要事項説明 □該当部分について、全て記載しているか。 ※特定施設入居者生活介

書 護の指定を受けない場合は、記載不必要の項目有り。

□⑨管理者への就 □就任承諾書に、承諾日及び就任予定日が記載されているか。
任承諾書及び管 □経歴書に、最終学歴以降の経歴が記載されているか。
理者就任予定者 □経歴書に、社会福祉主事等の資格や他施設等での勤務経験が記載され
の履歴がわかる ているか。
書類

□⑩土地、建物の □地目、所有者の変更登記は完了しているか。 ※届出時に建物の登記
登記事項証明書 が未了の場合は、登記完了後速やかに提出すること。

□有料老人ホーム事業以外の目的による抵当権その他の有料老人ホーム
としての利用を制限するおそれのある権利が設定されてないか。

□⑪借地、借家の （借地の場合の記載）
場合は賃貸借契 □有料老人ホーム事業を目的とする借地であることを明記しているか。
約書 □土地の所有者は有料老人ホームの継続について協力する旨を明記して

いるか。
□建物の登記をする等法律上の対抗要件を具備しているか。
□定期借地契約の場合は、入居者との契約期間が当該借地契約期間の契
約期間を超えることがないようにしているか。

□入居者との入居契約の契約期間が終身である場合には、当初契約の契
約期間は30年以上であることとし、自動更新条項が契約に入っているか。

□無断譲渡、無断転貸の禁止条項が契約に入っているか。
□増改築の禁止特約は入っていないか、又は、増改築について当事者が
協議し土地の所有者は特段の事情がない限り増改築につき承諾を与え
る旨の条項が契約に入っているか。

□賃料改定の方法が長期にわたり定まっているか。
□相続、譲渡等により土地の所有者が変更された場合であっても、契約
が新たな所有者に承継される旨の条項が契約に入っているか。

□借地人に著しく不利な契約条件が契約に入っていないか。
（借家の場合の記載）
□有料老人ホーム事業を目的とする借家であることを明記しているか。
□建物の所有者は有料老人ホームの継続について協力する旨を契約上明
記しているか。

□建物の登記をする等法律上の対抗要件を具備しているか。
□定期借家契約の場合は、入居者との契約期間が当該借地契約期間の契
約期間を超えることがないようにしているか。

□入居者との入居契約の契約期間が終身である場合には、当初契約の契



約期間は20年以上であることとし、自動更新条項が契約に入っているか。
□無断譲渡、無断転貸の禁止条項が契約に入っているか。
□賃料改定の方法が長期にわたり定まっているか。
□相続、譲渡等により土地の所有者が変更された場合であっても、契約
が新たな所有者に承継される旨の条項が契約に入っているか。

□入居者との入居契約の契約期間が終身である場合には、建物の優先買
取権を定めた条項が契約に入っているか。

□⑫建物の位置図 □事業所の位置がわかる位置図を添付しているか。また、事業所の所在

及び平面図 地が特定できるよう色塗りするなどして明確にしているか。

□各室の用途（食堂、浴室等）及び各介護居室等の定員を明示した、A4

サイズ又はA3サイズの平面図を添付しているか。

□各介護居室を抜粋し、幅及び床面積を明示した平面図を添付しているか。
□併設施設がある場合は、専用区画の部分を色分けするなど明確にして
いるか。

□⑬入居契約に損 □入居契約書

害賠償額の予定

（ 違 約 金 を 含
む。）に関する
定めがあるとき
は、その内容が
わかる書類

□⑭医療施設との □協力医療機関（協力歯科医療機関を含む。）との契約書
連携の内容がわ
かる書類

□⑮役員名簿 □法人役員の住所、氏名、役職名等を記載しているか。（任意の書式で
よい。）

□⑯利用者からの 次の事項について、具体的かつ分かりやすく記載しているか。

苦情を処理する □利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口の設置 ※担当

ために講ずる措 者の氏名、連絡先の電話番号、対応曜日、対応時間を記載すること。

置の概要 □円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

□その他参考事項 ※特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設

の場合は、公的機関の苦情相談窓口として、少なくとも「岡山県国民

健康保険団体連合会」及び事業所所在地の「保険者」を記載するこ

と。住宅型有料老人ホーム等の場合は、所管県民局の窓口を記載する
こと。

□⑱社会保険及び □社会保険及び労働保険への加入状況について、該当する番号に○を付
労働保険への加 するとともに、加入手続の予定日など必要事項を記入しているか。回
入状況に係る確 答日は、届出日と同一になっているか。
認票及び加入状 □社会保険及び労働保険への加入状況を証する書類は、写しに変えて原
況を証する書類 本の提示又は事業所整理記号・労働保険番号の記入でも可とする。
の写し 【注１】社会保険及び労働保険への加入は、岡山県有料老人ホーム設置

運営指導指針上の要件ではないが、社会保険は、法人の事業所又は常
時５人以上の従業員を使用する適用対象事業所の事業主に対して、ま
た、労働保険は、労働者を使用する全ての事業主に対して加入義務が
課されている。

【注２】この確認票に記入された情報は、厚生労働省において、社会保
険・労働保険の適用促進の目的で使用されるものである。



２ 変更届

既に申請、届出している事項について下記１～20に掲げる事項に変更があった場合は、変更

の日から１ヶ月以内に「変更届」及び「添付書類」を県民局健康福祉課に提出してください。

なお、提出前に、「岡山県有料老人ホーム設置運営指導指針」の内容と相違がないか確認す

るとともに、下記の書類チェックリストにより提出書類の記載に不備がないか、自主確認を行

ってください。

変更届の提出が必要な事項

１ 施設の名称及び所在地 ☆

２ 設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地 ★☆

３ 設置者の登記事項証明書（全部事項証明書）又は条例等 ☆

４ 施設の管理者の氏名及び住所 ☆

５ 施設において供与される介護等の内容

６ 建物の規模及び構造並びに設備の概要 ☆

７ 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の確認を受けたことを証する書類

８ 設置者の直近の事業年度の決算書

９ 施設の運営の方針

10 入居定員及び居室数 ★

11 職員の配置の計画

12 一時金、利用料その他の入居者の費用負担の額

13 一時金について、必要な保全措置を講じたことを証する書類

14 一時金返還に関する契約の内容

15 入居契約に損害賠償額の予定（違約金を含む。）に関する定めがあるときは、その内

容

16 医療施設との連携の内容 ☆

17 長期の収支計画

18 入居契約及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施設において供与される便

宜の内容、費用負担の額その他の入居契約に関する重要な事項を説明することを目的と

して作成した文書 →入居契約書・管理運営規程（☆）・重要事項説明書

19 役員名簿

（注１） ☆印は、特定施設入居者生活介護（介護予防を含む。）の指定を受けている場

合、併せて介護保険法上の「変更届出書」の提出が必要な事項です。

詳細については、当該サービスの「申請の手引き」を御覧ください。

（注２） ★印は、特定施設入居者生活介護（介護予防を含む。）の指定を受けている場

合、入居定員の増加は、所在市町村の「介護保険事業計画」と調整の上、別途

介護保険法上の手続の必要が生じうる事項です（所在市町村の「介護保険事業

計画」及び県の「介護保険事業支援計画」との関係により、整備期間中の入居

定員減は認めていません。）。

書類チェックリスト

(1) 変更届

提出書類 書類提出前の自主確認事項

□有料老人ホーム □施設名、設置者名及び代表者名を記入しているか。

事業変更届（様 □変更前又は変更後の欄に、届出に係る変更点を明示しているか。

式第26号） □変更の理由を明示しているか。

□変更年月日を明示しているか。



(2) 変更する事項及びその添付資料

変更する事項 「変更届」の添付書類

１ 施設の名称及び所在地 □登記事項証明書（名称のみの変更の場合は不要）

□管理運営規程

□重要事項説明書

□その他変更した書類（パンフレット等）

２ 設置者の氏名及び住所又 □履歴事項全部証明書

は名称及び所在地 □重要事項説明書

□その他変更した書類（パンフレット等）

３ 設置者の登記事項証明書 □登記事項証明書（全部事項証明書）又は条例等

（全部事項証明書）又は条 ※市町村の場合は、その事業所の設置条例

例等 ※指定管理者の場合は、指定管理協定書（原本証明が必要）

４ 施設の管理者の氏名及び □管理者の就任承諾書

住所 □管理者の経歴書

５ 施設において供与される □入居契約書

介護等の内容 □管理運営規程

□重要事項説明書

□その他変更した書類（パンフレット等）

６ 建物の規模及び構造並び □平面図 ※増設部分等を色塗りすること。

に設備の概要 □新設備を導入する場合の説明資料

７ 建築基準法第６条第１項 □建築確認済証

の確認を受けたことを証す

る書類

８ 設置者の直近の事業年度 □決算書

の決算書

９ 施設の運営の方針 □入居契約書

□管理運営規程

□重要事項説明書

10 入居定員及び居室数 □管理運営規程

□重要事項説明書

□その他変更した書類（パンフレット等）

11 職員の配置の計画 □管理運営規程

□重要事項説明書

□勤務形態一覧表（設置届に添付している場合）



12 一時金、利用料その他の □入居契約書

入居者の費用負担の額 □管理運営規程

□重要事項説明書

□その他変更した書類（パンフレット等）

13 一時金について、必要な □銀行等との保全契約書

保全措置を講じたことを証

する書類

14 一時金返還に関する契約 □入居契約書

の内容

15 入居契約に損害賠償額の □入居契約書

予定（違約金を含む。）に

関する定めがあるときは、

その内容

16 医療施設との連携の内容 □協力医療機関（協力歯科医療機関含む。）との契約書

□その他変更した書類（入居契約書等）

17 長期の収支計画 □30年分の収支計画書

18 入居契約及び設置者が入 □入居契約書

居を希望する者に対し交付 □管理運営規程

して、施設において供与さ □重要事項説明書

れる便宜の内容、費用負担

の額その他の入居契約に関

する重要な事項を説明する

ことを目的として作成した

文書

19 役員名簿 □役員名簿

※添付資料の変更箇所をアンダーライン等により明示してください。

※御不明な点は、県民局健康福祉課又は保健福祉課指導監査室までお問い合わせください。


